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は　じ　め　に

　女川町社会福祉協議会では、令和２年
３月に「第５次女川町地域福祉活動計画」
を策定し、「地域の支えあいとつながり
で　一人ひとりの幸せが　実現するまち　
おながわ」を基本理念とし、住民・地域・
行政と協働して女川町の地域福祉の推進
に取り組んできました。
　第 5次地域福祉活動計画の期間においては、令和２年に発生した新型コロナウイル
ス感染症によりこれまでの社会活動や文化活動・生活様式に制限が生じ、これまでの
ような人と人、人と地域とのつながりに対する住民の考え方に変化がみられました。
　このようにコロナ禍を経て、住民の生活環境やつながりに対する考え方の変化によ
り福祉課題も変わるなか、本会では、地域の実情を把握しながら現在の地域課題を洗
い出し、第５次地域福祉活動計画の評価を踏まえ、「第６次女川町地域福祉活動計画」
を策定いたしました。
　本計画では、「一人ひとりの幸せに向けて　つながり合い支え合う　みんなのまち　
おながわ」を基本理念に掲げ、誰かと「つながる」ことを大切にし、そのつながりの
なかで住み慣れた地域ですべての世代が安心して暮らせるよう、地域住民や行政・企
業・団体などの皆様と力を合わせ取り組んでまいります。
　結びに、本計画の策定にあたりまして、ご協力をいただきました関係者の皆様をは
じめ、地区座談会やヒアリング等調査への貴重なご意見をいただいた皆様に心から感
謝申し上げます。

　　令和７年３月

社会福祉法人女川町社会福祉協議会　会　長　髙橋　孝信
女川町地域福祉活動計画策定委員会　委員長　佐藤　良一
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基本目標１　みんなが認め合える・支え合える人づくり

【基本施策1-1】　�個人の権利を尊重し、あらゆる人が共生する視点
や意識の醸成

◆現状と方向性
　私たちは、生まれた時からすべての人に一人の人間として、生命が守られ、社会のルール

の中で、幸せに生活を送る権利が与えられており、年齢や性別、国籍、障害、社会的身分な

どに関わらず、「一人の人間」として尊重される権利を持っています。

　しかし、現実的には、公権力と住民の間、若しくは、住民相互の間で、いじめや虐待など

個人の権利が侵害される事案が発生しており、これら人権侵害にかかる様々な問題では、複

合的な要因により問題が発生することで重層化し、複雑化している現状にあります。

　私たちには、個々の多様な生き方を互いに理解し、心から認め合う共生社会の実現が求

められています。

　本会では、基本目標で掲げた「みんなが認め合える・支え合える人づくり」を実現するため、

これからも個人の権利を尊重し、皆がともに支え合いながら地域で共生する視点や意識の

醸成に取り組んでいきます。

　特に、成長過程にある子どもたちに対しては、学校現場での福祉教育を通じて権利保護の

意識向上に向けた事業の展開を図っていきます。

◆具体的な取り組み
（１）人権教育や人権保護の啓発

・�職場や学校、地域などを対象に国や自治体等と連携して、研修会や各講座を通じて、

人権尊重の意識啓発に取り組みます。

（２）権利擁護、成年後見制度等の周知

・�個人の尊厳を守り、住み慣れた地域でその人らしい生活が送れるよう、判断能力が低

下する前から権利擁護に対する関心を高め、理解を深められるよう研修会の開催や

広報等により次の事業の周知に取り組みます。

〇日常生活自立支援事業（まもりーぶ）

〇生活安心サポート事業（新規）

〇成年後見制度
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（３）福祉教育の実施

・�身の回りの人々や地域との関わりを通して、そこにどのような福祉課題があるのかを

学び、その課題を解決する方法を考え、解決のための行動する力を養うことを目的と

した福祉教育を実施していきます。

・�学校で行う福祉教育では、企画段階から相談しながら、地域の社会資源や人材をつ

なぐコーディネートを行い、提案していきます。

（４）偏見・差別や虐待防止の啓発

・�偏見・差別や虐待などは、年齢や性別に関係なくどこでも起こり得る問題で、これら

問題の防止には、周囲の気づきと早期発見が求められます。偏見などの本質的な学

びの機会や広報紙等を通して啓発運動を実施していきます。
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◆実施主体ごとの取り組み
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【基本施策1-2】　地域を支える人材の発掘と育成

◆現状と方向性
　人口減少や少子高齢化により、地域で活動を担う人材（地区役員やリーダー）の不足が懸

念されています。また、近年は、ライフスタイルの多様化と共働き世代の増加などにより地

区の活動に参加できないといった世代の増加もあり、現役世代の担い手が減少しています。

　担い手不足の進行は、これまで出来ていた地区活動を衰退させ、ひいては地域の防災・

防犯機能や地域文化の継承など地域の形成に大きな影響を及ぼします。

　昨今、全国各地で災害が多発し、非常時における地域の住民同士の助け合いが改めて重

要視されており、東日本大震災を通して私たちの経験としても記憶に残っているところです。

また、子どもや高齢者等の地域での見守り活動は、地域の住民が安心して暮らせる地域基盤

のコミュニティとして大切に継承されるべきものです。

　今後、高齢化が進展することが予想されているなかで、住み慣れた地域で安心した生活

を送るために、地域活動をつなげることが求められており、これら活動を支える人材を確保

し、育成することが課題となっています。

　本会では、人材の確保に向け、地区の垣根を越えた地域協働体制の在り方を検討します。

また、外国人や地元企業の就業者に地区活動への参画を呼び掛けていきます。

◆具体的な取り組み
（１）地域活動の情報発信

・�地域の活動を知ってもらい、地域活動への関心を高めるため、社協のホームページや

地元企業の協力を得ながら、地域情報の発信・提供に取り組みます。

（２）アウトリーチ型による人材の発掘

・�地域に出向きアウトリーチ型で地域と連携して担い手となる人材の発掘に取り組みます。

また、地元企業が社会貢献の一環として、従業員の地域活動への参加への理解と協力

を推進していきます。

（３）認知症サポーターの養成

・��認知機能が低下しても地域で日常生活を送り続けられるよう認知症サポーター養成講

座を開催し、受講した方が地域で認知症サポーターとして活動できるよう支援し、地

域や職場において認知症の人とその家族を支える認知症サポーターの裾野を広げて

いきます。

（４）	 チームオレンジの普及・支援

・�地域の見守り活動やお茶会支援など地域のお世話役を担っている方々を対象に認知
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症サポーター養成講座及びステップアップ講座を開催し、認知症を理解したうえで、

ちょっとした困りごとに一つのチームとなって対応する「チームオレンジ」を全地区に

広げ、その活動を支援していきます。

（５）介護予防サポーターの育成

・�高齢者が自立した日常生活を送り続けられるために必要な介護予防に関する知識・技

術を習得し、自ら体験し実践できるよう介護予防サポーター養成講座を開催し、受講

した方が地域で介護予防サポーターとして活動できるよう支援し、地域での裾野を広

げていきます。

（６）見守り、声掛け活動の拡大

・�地域で行われている見守りや声掛け活動、あいさつ運動を継続して支援します。また、

研修会等の場を活用して参加を呼びかけるなど活動者の拡大を図ります。
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◆実施主体ごとの取り組み
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【基本施策1-3】　�地域活動やボランティア活動を通した地域福祉の
人材育成

◆現状と方向性
　地域福祉の人材育成に向け、主に福祉活動推進員等に対し研修を行ってきましたが、今後

の人材育成の向上に関する施策については、若い世代を巻き込んだ工夫が必要です。

　そのためにも、地域活動やボランティア活動に携わることで、地域福祉についての理解と

関心が深まり、地域の構成員としての意識の向上につながることから、研修のみならず、活

躍できる場を増やすことで、地域交流の創出を図り人材育成を行ってまいります。

◆具体的な取り組み
（１）ボランティア活動の支援（ボランティア保険・マッチングなどへの支援）

・�ボランティア活動に参加意欲のある方の、基礎的な知識や技術等習得の機会を設け

ます。

・�ボランティア活動の円滑化のためボランティア依頼者と活動者及び各関係機関との

マッチングを行いながら住民ニーズの掘り起こしや解決に向けた支援を行います。

・�地域住民やボランティア活動者に向けた活動情報の発信や情報収集を行い、活動機

会の提供や活動支援を行います。

・�ボランティア活動団体の活動等を周知し、活動への参加や関わりを促し、団体活動

を支援します。

・�ボランティア活動をする方自身のケガや他人の身体や財産に損害を与えてしまった場

合の補償など、ボランティア活動者が安心して活動できるためのボランティア保険の

窓口業務を行います。

（２）福祉教育の実施

・�地域住民が集うお茶会等の場を活用し、福祉出前講座の開催による福祉教育を実施

します。

・�ボランティア活動と地域活動を融合させた手法で学校や地域住民、地域の組織・関

係者を巻き込んで福祉教育を実施します。
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◆実施主体ごとの取り組み
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基本目標２　みんなが参加し、活躍できる場づくり

【基本施策 2-1】　�一人ひとりが元気で生きがいを持って活動できる
場づくり

◆現状と方向性
　日本国内では、令和２年に新型コロナウイルス感染症が確認されて以来、３年間のコロナ

禍を経て地域ではペタンク活動やお茶会の開催、介護予防教室への参加など対面での活動

を再開した住民がいる一方で、活動の自粛による影響で身体機能や意欲の低下となり、活動

の参加に至っていない住民もいます。

　より多くの住民が、主体的に各々にあった活動ができる場づくりと、地域で生きがいとつ

ながりを持った活動ができるよう支援していきます。

◆具体的な取り組み
（１）介護予防教室の開催

・�高齢者等の身体機能や認知機能の維持・向上を目指した内容の取り組みを行い、健

康状態を維持し、できるだけ自立した生活ができるように教室等を進めていきます。　

・�教室等への参加により、地域住民との交流を増やし、社会的つながりと孤立感の軽

減を図っていきます。

（２）出前講座の活用

・�関係機関で行っている講座などを活用することで、自分自身の生きがいを見つけ、参

加者同士のつながりがつくれる機会になるように支援していきます。

・�多世代に渡ってより多くの住民が参加できるように、他地区での取り組みや講座等の

情報提供を行い、集いの場の内容の充実を図っていきます。

（３）地域での生きがい活動の支援

・�住民が自主的に行っているペタンクやお茶会等の活動を支援し、住民が持続的に活

動を進めていけるようにします。また、取り組んでいない地域においては、活動の啓

発を行い、地域の状況にあった取り組みが始められるように支援していきます。

・�地域の日常生活に密着した「就業機会の提供」と併せて、住民がボランティア活動を

はじめとする社会参加や社会貢献を通じて、健康で生きがいのある生活が実現できる

よう支援していきます。
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◆実施主体ごとの取り組み
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◆現状と方向性
　震災により失われたコミュニティの再生とその活動が徐々に広がりが見えてきた矢先の新

型コロナウイルス感染症による行動自粛や制限により、対面での住民同士の交流事業が難し

くなり参加意欲や身体機能が低下した状態の住民が見受けられます。　

　地域では、様々な集いの場を再開し始め、その中で仲間づくりや支え合いなどが行われる

ようになりましたが、さらに社会的なつながりを強化し、孤立を防ぐために世代や国籍を問

わず、あらゆる人が自由に参加し、交流できる機会を持つことが重要です。

　また、交流だけではなく、生きがいや活躍できる場を持つことで自己実現や社会参加の意

欲が高まり、充実感のある生活が送れるように支援します。

◆具体的な取り組み
　 交流の場の企画・調整・支援

・�地域独自の行事については、地域全体に周知できるように工夫し、住民が主体的に

運営・活動が行えるように支援していきます。

・�関係機関が提供する事業、ワークショップ、お茶会、運動系サークルなどの活動を通

じて、あらゆる人々が集まり、情報交換や交流、個々のスキルを表現するなど、一人

ひとりの状況にあった活動などを通じて生きがいを持った生活が送れるように、関係

機関や企業、NPOなどと連携し進めていきます。

◆実施主体ごとの取り組み

【基本施策 2-2】　誰もが交流できる機会を通したつながりづくり
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【基本施策 2-3】　住民自らが多様な場へ参加できる環境づくり

◆現状と方向性
　地域では、お茶会やサークル活動などの様々な活動が行われ、積極的に参加している住民

もいる一方で、「どのような地域活動があるのか分からない」、「興味のある地域活動がない」

といったことから活動に参加していない人もいます。

　自分の人生をより豊かにするためには、日頃からつながりや生きがいを持った生活を送る

ことが大切です。

　本会が発信する各地区の活動情報を住民自身が受け取ることで、活動に参加したいと思う

意識を醸成し、気軽に参加することができるような環境づくりを目指していきます。

また、住民が主体となって場づくりを行い、活動の裾野を広げられるよう支援していきます。

◆具体的な取り組み
（１）情報発信

・�地区で行われているお茶会やサークル活動の情報を周知し、住民が多様な活動の場の

情報を受け取ることにより、自分に合った活動の場を選択し参加できるよう情報発信

を行っていきます。

（２）住民主体による「場づくり」

・�住民が積極的に場づくりに参画していけるよう参加しやすい環境や話し合いの場など

の環境づくりに取り組みます。

・�新たに活動の場を立ち上げようとする住民には、その主体性を大切にしながら協議す

る場の支援や必要に応じて助言を行います。また、既に住民が主体となって活動して

いるところにも、その活動が継続できるよう必要に応じて支援していきます。

（３）共同募金、歳末たすけあい運動の推進　

・�住民主体による多様な地域福祉活動を財政面から支えるための共同募金運動を推進

します。また、主体的な地区活動を支援するため共同募金に寄せられた助成金の活

用について周知を行います。
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◆実施主体ごとの取り組み
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【基本施策 2-4】　住民主体による支え合い活動の推進

◆現状と方向性
　地域活動では、参加する住民が固定化され、また、担い手不足等により活動の継続性が

危惧されています。そのため、現在、地域で行われている活動の必要性を住民一人ひとりが

理解し、活動への参加が求められます。

　住民が安心して地域で暮らしていくためにも、地域活動を通じて関係性を構築しながら住

民同士が「お互いさま」の気持ちを育み、住民主体による支え合いの活動を推進していきます。

◆具体的な取り組み
（１）住民主体による見守り活動、声掛け活動への参画

・�地区で行われている見守り活動や声掛け活動の必要性を住民一人ひとりが理解し、関

心を高め、住民の主体的な参画につながるよう、意識啓発を行っていきます。

（２）生活支援体制整備事業の活用

・�住民との信頼関係を構築している生活支援コーディネーターが地域に出向くことで、

住民同士の顔の見える関係性の構築や担い手となる人材を発掘し地域につなげ、住

民主体の支え合い体制の強化を図ります。

（３）日常生活における支え合い活動の推進

・�隣近所による「お互いさま」の意識を醸成し、日常的な声掛けやゴミ出しなどの支え

合い活動を住民が主体的に取り組めるよう推進していきます。
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◆実施主体ごとの取り組み
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【基本施策 2-5】　ボランティアセンターの充実
　　　　　　　　 （町民協働活動センターを目指して）

◆現状と方向性
　地域住民が地域生活課題を主体的に解決していく方法の一つであるボランティア活動は、

地域にとって欠かせない取り組みです。ボランティア活動の推進においては、社協ボランティ

アセンターが地域住民に向けた地域生活課題の窓口として、また、地区やNPO、社会福祉

法人、学校、企業や各種団体など地域の様々な資源とネットワークをつくり、それらを地域

づくりのプラットフォームとして組織化することがこれまで以上に重要となっています。さら

に、社協ボランティアセンターは住民によるボランティア活動にとどまらず行政、NPOや関

係機関との協働により、全町的な生活課題を解決し、誰もが安心して暮らすことができるよ

う町民協働活動を目指し取り組んでいきます。

◆具体的な取り組み
（１）多様な主体が行う福祉活動の支援・協働

・�福祉活動が円滑に進むよう、活動に対するコーディネートの強化を行うとともに、活

動者との情報交換を行い支援します。

（２）社協ボランティアセンターの運営強化

・�ボランティアセンターの機能・役割を的確に遂行できるようにマネジメント力を向上さ

せ、地域生活課題解決に向けてボランティア活動が効果的に行われるよう運営を強化

していきます。

（３）ボランティア活動推進のためのプラットフォームやラウンドテーブルの実施

・�ボランティアセンターのみでは解決できない問題や全町的な福祉課題では行政、NPO

や関係機関と話し合いの場を設け、問題の解決を図ります。
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◆実施主体ごとの取り組み
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基本目標 3　みんながつながり安心できる地域づくり

【基本施策 3-1】　安心して暮らすための相談支援体制の充実

◆現状と方向性
　本会では、生活困窮や福祉サービスなどを必要とする地域住民に対して総合相談窓口を

設置し相談支援を行っています。また、民生委員児童委員や福祉活動推進員が住民の身近

な相談窓口として生活上の相談に応じています。

　近年、複合的で複雑な生活課題に対する相談が増加しており、多機関との連携による相

談支援体制が求められていることから、包括的な相談支援体制の充実に取り組む必要があり

ます。

　また、来所・電話相談対応だけでなく生活支援コーディネーターなどによるアウトリーチ

型での相談ニーズの早期発見にも取り組みます。

◆具体的な取り組み
（１）アウトリーチによる早期発見

・�サービス利用や支援を受けることに消極的であったり、閉じこもりや孤立の状態にあ

る等、生活課題が見えにくいなかで、相談窓口で待つだけでなく、積極的なアウトリー

チによる早期発見、早期対応に努めます。

・�個別支援にあたっては、既存の制度やサービスにつなぐだけでなく、地域住民による

地域福祉活動等のインフォーマルな社会資源と連携します。

（２）総合相談体制の充実

・��総合相談窓口について、社協だよりや SNS等を含む多様な方法で広く住民に周知し、

必要に応じてサービスの利用を促します。

・�地域の社会資源に関する情報を把握するとともに関係機関と連携し、相談内容に応

じて適切な専門機関につなげます。また、専門機関を紹介しても自ら相談に行くこと

が難しい人等については、同行するなどして支援します。

・�相談票を作成し関係機関と情報共有を図ります。
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◆実施主体ごとの取り組み
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【基本施策 3-2】　福祉課題を抱える人への適切な支援

◆現状と方向性
　地域の中では自分自身から地域とつながりを持たず社会的孤立のリスクの高い方や、身寄

りのない方、親族関係が疎遠で支援が受けにくい状況の方、認知機能の低下により生活課

題を抱える状態に陥った方などは、自分自身での解決が難しい現状があります。

また、担い手不足による住民主体の支え合い活動が困難な状況も地域で抱える福祉課題と

言えます。

　若い世代や子育て世代に関しても、一人ひとりの価値観やコミュニティに対する考え方の

違いが見られ、生活環境、子育て環境、メンタル面等についての課題を抱える方や、コロナ

禍をきっかけとして、就労状況に影響があったことで経済的に困難な状況に陥ったなど、低

所得者の生活課題も見受けられます。

　障がい者（児）が直面することとしては、町内に当事者や保護者の活動をサポートする体

制が脆弱であり、住民の理解をはじめ、地域で安心して暮らせる環境づくりやつながりにつ

いて持続的に取り組んでいく必要があります。

　本町で暮らす外国人においても、地域住民とともに生活者であることから、文化や生活習

慣の違いを理解し対応していかなければなりません。

また、誰もが安心して過ごすことができる明るい社会の実現に向けて、犯罪や非行防止の啓

発と社会の中で孤立することのないような取り組みが求められています。

このように多様な生活背景を持ち、生活に支障をきたしている課題への取り組みは、本会単

独では困難であり、特に複合的な課題を抱える案件については重層的な支援が必要となるこ

とから、地域や行政、関係機関と連携しながら役割を明確にし、地域資源の活用や切れ目

のない持続的な支援を行っていく必要性があります。

◆具体的な取り組み
（１）福祉サービス等を活用した支援

・�地域での情報をキャッチし、早期に課題解決ができるよう福祉サービス等の利用に

つなげます。

・�総合相談支援では、必要な人に必要なサービス提供ができるように関係機関へつなぎ、

解決に向けて協働して支援していきます。

・��福祉サービスの紹介や提供を行い、生活が自立し、地域で安心して暮らせるよう支援

していきます。
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（２）福祉サービス等の開発

・�ニーズの状況変化に応じた福祉課題を的確に捉え、適切な支援が行えるよう既存の福

祉サービスのほかに代替えとなるサービスや新たな福祉サービスについて住民や関係

機関、企業、多職種と検討し、開発していきます。

（３）継続的な伴走支援

・�障害の有無や特性に関わらず、学校卒業後の社会生活での悩み事や不安への相談、

安心できる居場所を提供することで切れ目のない支援をしていきます。

・�支援機関や地域の支援者と継続的に寄り添いながら、生活や課題解決に向けて支援

していきます。

・�福祉サービスの提供においては、ニーズの状況変化に伴った必要な支援が行われてい

るか適宜点検し、住民が自立した生活が送れるよう、地域や多職種とも連携し長期

的に支援していきます。

・見守り活動など地域支援が継続できるよう、活動者に対して支援を行っていきます。

・犯罪防止に関する啓発活動と社会的孤立の防止に取り組みます。
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◆実施主体ごとの取り組み
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【基本施策 3-3】　支え合うための多様なネットワークの構築

◆現状と方向性
　地域における複雑化・複合化した福祉課題に対して重層的な支援が必要となることから、

地域や行政、関係機関・団体などと連携しながら取り組む必要があります。

　これら福祉課題に対しての取り組みでは、地域や関係機関などと支援ネットワークの充実

を図り、情報交換や意見交換を行いながら課題解決の協議を行っていきます。

　また、地区座談会や生活支援体制整備事業を通して地域でのネットワークを構築し、さら

に地域を超えたネットワークの拡充を図っていきます。

◆具体的な取り組み
（１）ネットワークによる情報発信

・�福祉関係機関・各団体等とのネットワークを構築して、それぞれの活動について理解

や認識の浸透を図るため情報発信を行います。また、支援が届きにくい人に対しては

アウトリーチにより情報を伝えます。

（２）既存のネットワークを活かしたプラットフォームやラウンドテーブルの実施

・�生活支援体制整備事業の第１層協議体をプラットフォームとし、関係機関や関係団体

と課題解決に向けて協議・検討を行います。

・�障害や性別、年齢などに関わらない意見交換の場を設けネットワークを構築していき

ます。

・�地域で活動する組織・団体間の橋渡し等を行い、地域での団体間のネットワークづく

りを行います。

・�住民との地区座談会の開催やボランティアなどの各団体の活動支援を通して、福祉

ニーズや課題を把握し、地域福祉の推進に努めます。

・各団体が主催する催しや会議に多様な活動者が積極的に参加し、交流を深めます。
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◆実施主体ごとの取り組み
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【基本施策 3-4】　防災の取り組みや災害時支援の協働強化

◆現状と方向性
　近年は自然災害が頻発し、その被害も激甚化、広域化しています。大規模な災害発生時

には、社協に災害ボランティアセンターが設置され、被災者支援活動において災害ボランティ

アが大きな役割を果たしています。

　発災直後は、自身や家族の生命を守る「自助」に努めることを大前提とし、地域の住民同

士でお互いに助け合う「互助・共助」が必要となります。

　災害時での円滑な支援活動には、平時からの防災に対する備えが重要であることから、一

人ひとりの防災意識の向上に向けた取り組みや災害ボランティア講座、防災訓練の実施を通

して、地域の防災力を高めていきます。また、行政、消防、警察、医療機関等の関係機関や、

NPO等の活動団体と連携し災害に備えたつながりづくりを強化していきます。

◆具体的な取り組み
（１）防災教育への協力と意識啓発

・学校が行う防災教育に協力します。

・災害時に備えた災害ボランティア講座を開催し、地域の防災力を高めます。

・大規模災害時に備えて災害ボランティアセンターの立ち上げ訓練を実施します。

（２）防災訓練の実施に向けたアプローチと支援

・行政や地区等と連携し、防災活動や訓練に参加・協力します。

・�地域の避難行動要支援者に関する情報を民生委員児童委員と共有できるように努め

ます。

（３）災害ボランティアの養成

・�災害ボランティア養成講座を開催し、災害時に地域や被災地で活動できる人材を養成

します。

（４）災害活動への支援

・�被災地域におけるボランティア活動を支援するため、事前に災害ボランティア活動登

録制度を整備します。

（５）障がい者（児）に配慮した福祉避難所設置にかかる関係機関との連携・検討

・災害時における福祉避難所の受入れ体制について行政に働きかけを行います。
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◆実施主体ごとの取り組み
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【基本施策 3-5】　情報の発信と活用の推進

◆現状と方向性
　本会では、福祉サービスや活動状況を知ってもらうため、社協だより（年６回発行）やホー

ムページ、パンフレットなどで情報を発信しています。しかし、町民の中には、「情報を知ら

なかった」、「情報が理解しがたい」といった声があり、情報が十分に伝達されているとは言

い難い状況です。

　令和５年度に町が実施した町民アンケート調査（以下「調査」という。）では、「福祉に関す

る情報をどの程度入手できているか」を聞いたところ、「十分入手できている」、「ある程度は

入手できている」と回答した割合が 33.7％であった一方で、「あまり入手できていない」、「ほ

とんど入手できていない」と回答した割合が 36.６％で、「わからない」と回答した人を含め

ると50％を超えていました。

　また、「社協が行う活動・支援で今後充実してほしいもの」を聞いた設問では、「広報紙や

インターネットなどによる情報発信の充実」が「福祉サービスの充実」、「福祉総合相談の充

実」に次いで23.6％と高く、紙による情報発信のほかに必要なときに必要な情報を入手でき

るSNS等のネット環境を活用した情報の発信方法も必要となっています。

　情報通信技術が進化している現代ですが、経済的にスマートフォンやパソコンなどの情報

通信機器を持てない方や情報機器を十分に使いこなせない方などは、一般的に情報弱者に

なりがちになると言われています。本会では、日頃の活動を通じて情報弱者の把握に努め、

情報格差によって不利益や不平等が生じることのないよう支援していきます。

◆具体的な取り組み
（１）配慮を要する人への情報の伝え方

・�福祉情報や地域福祉活動などを社協だよりや町広報紙、出前講座を通じて、地域へ

発信します。また、本会が実施している事業・サービスを一覧にしたリーフレット等を

作成し、事業等の周知に活用します。

・�福祉サービスの利用に限らず、本会は「いつでもだれでも相談できる機関である」こ

とを広めるとともに、日頃の活動を通じて情報入手に困難を抱える情報弱者の把握に

努め、支援を行います。

（２）インターネットなどを活用した福祉情報の発信・収集

・�いつでも必要な情報や活動が見られるよう、社協だよりやホームページのほかに公式

LINE や Facebook などを活用した情報提供を検討します。
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◆実施主体ごとの取り組み
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基本目標４　安定した法人運営

【基本施策4-1】　地域福祉の中核を担う本会の組織基盤の強化

◆現状と方向性
　本会運営の財源は、主に各世帯や企業からの会費や町補助金、受託金のほか共同募金や

介護保険・障害事業となっています。昨今の経済状況や世帯の減少などにより年々会費収入

や寄附金収入が低下しています。一方、経費は、物価・原油高騰等から固定費が増加し、経

常収支での赤字分を積立金から取崩して、収支バランスを維持している状況です。

　積立金からの赤字補填によって、本会の運営は一時的に維持されていますが、仮にこのま

まの収支で推移した場合には、積立金の枯渇が避けられません。

　本会の財政問題は、町の地域福祉に大きな打撃を及ぼすことから、早急に経営分析を行い、

社会福祉事業に留まらず社会福祉法による公益事業や収益事業の実施も視野に自主財源の確

保に努め、限られた経営資源をいかに有効活用できるか、といった検討が求められています。

　また、地域福祉の推進にあたっては、住民や地域、行政、企業・団体との連携は不可欠であり、

相互の信頼関係のなかで組織基盤の強化を図り、地域福祉の中核機関として「町民に親しま

れ、頼られる社協」を維持できるよう各事業の実施に取り組んでまいります。

◆具体的な取り組み
（１）経営情報の共有化

・�経営状況は、本会に勤務する全職員が共有すべき情報であり、経営課題は一つの担

当部署や既存の事業で解決できるものではなく、法人全体として取り組むべき課題です。

本会では、職員の理解と協力により経費節減を行っていますが、引き続き経営基盤・

組織強化に向けて研究・協議する場を設けていきます。

（２）自主財源の確保と中期的な財政計画の作成

・�本会の財源は、主に町からの補助金や受託金となっています。自主財源である会費収

入は、今後も大幅な増収は見込めないものと推察されることから、財源の確保策検

討と中期的な財政計画の作成に取り組みます。

・�本会を応援する個人や企業からの寄附金・助成金の提供を呼びかけます。（ファンド

レイジングやクラウドファンディング）

（３）適切な予算措置と執行管理

・�平成 28年 3月の社会福祉法の改正に伴い、社会福祉法人の会計基準が定められて

います。引き続き、適切な勘定科目による予算計上及び業務担当部署を含めた法人
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全体での予算執行管理など適正な会計管理を行います。

また、地域福祉活動計画の着実な実施においては、各部署横断で課題の整理・検討・

検証を行い、毎年度の事業計画と予算に反映します。

（４）地域や関係機関等との連携・協力による組織力の強化

・�地域住民に最も身近な関係にある本会では、住民や地域、関係機関からの理解と協

力は不可欠です。今後も「身近で頼られる社協」として、地域や関係機関とのつなが

りを基盤に組織力を強化します。
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【基本施策4-2】　福祉サービス開発の検討体制の構築

◆現状と方向性
　地域福祉活動計画は、地域が抱える福祉課題の解決に向けて、町民や地域、ボランティ

アなどが協働して取り組むことを定めた計画です。

　本計画では、「基本目標３　みんながつながり安心できる地域づくり」の「基本施策２　福

祉課題を抱える人への適切な支援」では、既存の福祉サービスに限らず、福祉課題に応じた

サービス開発を掲げています。

　これまでは、新規事業の検討や既存事業の検証は、担当部署で行ってきましたが、小規

模な本会だからこそできる部署の枠を越えて多角的に検討を行いながら、福祉サービスの開

発につなげていきます。

◆具体的な取り組み
　 福祉サービス開発の内部検討会の立ち上げ

・�福祉サービスの開発においては、地域の課題を把握し、的確な課題分析とニーズ把

握が必要となります。職員の部署の枠を越えて検討チームを編成し福祉サービスの検

討開発を協議します。また、必要に応じて、企業やサービス事業所、行政と提携する

体制を図っていきます。
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【基本施策4-3】　将来を見据えた人材確保と業務効率化

◆現状と方向性
　本会では、約9割が福祉系の資格を有する専門集団としての強みを持っています。しかし、

年齢構成に偏りが生じており、本会が将来にわたって存続できるよう計画的な正規職員の採

用が必要となっています。

　自治体や企業ではすでに定年延長が行われており、本会においても定年年齢を65歳とす

る引き上げの検討を行いつつ、機動的に経営判断を行える管理職員や協働意欲の高い人材の

確保・育成に取り組む必要があります。

　また、ペーパーレス化の推進や文書管理システム、グループウェア等のデジタル化による

業務の効率化を積極的に進めていくことが必要です。

　昨今は、各地で大きな自然災害が多発しており、災害発生時に社協は災害ボランティアセ

ンターを設置運営し、円滑に被災者支援を行うことが求められています。災害ボランティア

センターの運営ではすでに ICTの活用や情報管理のクラウド化が行われており、また、２

類相当に位置づけられた新型コロナウイルス感染症の発生では行動制限がなされ、私たち

はそこからオンライン等 IT 機器を駆使した会議開催等によって円滑な業務遂行の手段を得

ました。今後、私たち福祉の分野においても ICT導入による業務管理は必須なものとなって

います。

◆具体的な取り組み
（１）人員配置計画による人材の確保

・�より効率的で職員個々の能力が発揮できる組織体制の検討を行い、部署相互の連携

を強化していきます。

（２）職員のスキルアップ研修の実施

・業務に必要な専門分野のスキル向上のため研修会への参加を勧奨します。

・職員を対象とした法人会計研修の開催による会計スキルの向上を図ります。

・�情報発信手段としてのインターネットによるソーシャルメディアの活用は不可欠であるこ

とから、職員を対象とした ITリテラシー向上のための研修会を開催し、ガイドライ

ンを作成します。

（３）ICT導入による業務効率化の推進

・システム導入による情報のデータベース化及び内部会議のペーパーレス化を推進します。

・�タブレット機器等の導入による訪問先での情報の照会及び入力による業務負担の軽減　　　

を図ります。
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第６次女川町地域福祉活動計画進行管理スケジュール

令和７年度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度

次期計画の検討

住民調査・評価・課題
計画の見直し

計画の評価
（具体的な
取り組み）

年
度
事
業
報
告

理
事
会

（
報
告・意
見
）

評
議
員
会

（
報
告・意
見
）

評
価・見
直
し

事
業・取
り
組
み
の

検
討・見
直
し

(毎年度実施)
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